
全国石油業共済協同組合連合会
組合員の皆さま

保険期間 ２０２４年８月１日午前０時〜２０２５年８月１日午前０時
※中途加入の場合は、申込日によって翌月1日か翌々月1日が保険責任開始日になります。

募集締切日 ２０２４年７月１2日

保険契約者 全国石油業共済協同組合連合会

加入対象者 石油組合の組合員
※ＳＳ以外の事業を別法⼈で⾏っており、別法⼈が⾮組合員の場合、別法⼈は加入対象外です。

加入窓口 貴社が所属する石油組合が加入の窓口となります。保険料計算書をお送りください。

引受保険会社 損害保険ジャパン株式会社
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取引先が
資⾦繰り悪化で
決済遅延

取引先の倉庫が
火災で全焼、
取引先のタンクが壊れ
て燃料供給できない

↓
売上減少

取引先が
まさかの倒産

取引先が台風で
被災して操業停止、
取引先へ
燃料供給できない
↓

売上減少

お取引先に万が一の事態発生

あんしん取引・マスタースリムパッケージは
お取引先に「万が一」があっても２つのユニットで貴社をお守りします。
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商取引ユニット 休業ユニット（供給先占有物件のみ補償特約）

補償の内容 日本国内における商品のお取引先が、貴社に対して負担
する販売代⾦等の債務を履⾏しないことにより、貴社に損
害が生じた場合に保険⾦をお⽀払いします。

貴社のお取引先（商品・製品等を貴社より受け入れる者
）が日本国内で 占有する財物（対象物件）に損害が
生じた結果、貴社の営業が休止また は阻害されたために
生じた損失などに対して保険⾦をお⽀払いします。

対象となる
事故

お取引先の倒産事故、入⾦遅延事故（弁済期日を1か
月経過した場合） お取引先（供給先）の対象物件に生じた火災、風災、

水災、電気的・ 機械的事故など
お支払いする
保険金の内容 対象である債権について発生した倒産事故または入⾦遅

延事故に より貴社が被る損害に対して保険⾦をお⽀払
いします。

貴社の営業が休止または阻害されたために損失などが生
じた場合に休業損失保険⾦、営業を継続するために必
要な追加費⽤が生じた場合に営業継続費⽤保険⾦をお
⽀払いします。

保険金額
（支払限度額）

1債務者（お取引先）あたり、100万円、200万円、
300万円のうち、契約時に設定いただいたいずれかの⾦
額。ただし、保険期間を通じてその設定⾦額の10倍の⾦
額が限度となります。

1事故あたり、商取引ユニットで設定いただいた⾦額と同
額が限度となります。

自己負担額
縮小てん補

⾃⼰負担額︓なし
縮⼩てん補割合︓80%

事故の発生した時を含む日の午前0時から24時間を経過
した時までの損失の額を差し引いて保険⾦をお⽀払いしま
す。

補償対象外
となるケース

●新規のご契約の場合、保険始期より前に発生した債権
●グループ企業、国、⾃治体または個⼈（個⼈事業主は
除く）などとのお取引

●現⾦、⼩切⼿など、または貴⾦属宝石などを商品等として
取り扱うお取引

●1年を超える契約期間の賃貸借契約 など

●貴社が日本国内で占有する財物や、お取引先のうち、商
品・製品等の供給物を貴社に供給する者（供給元）が
損害を受けた場合

●対象物件が損害を受けたこと以外による営業の休止また
は阻害
（食中毒・感染症による汚染、ユーティリティの中断など）

など



１
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保険期間と保険⾦を⽀払う場合の関係

１
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事故時の流れ

１
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ご通知は遅滞なくいただく必要がございますが、保険使⽤は事故発生の翌日から３年以内に⾏っていただけば問題ございません。
保険使⽤した場合は、損保ジャパンからお取引先への求償はただちに開始しますので、それを前提として保険使⽤有無をご検討ください。



基本補償についての詳細なご説明

１
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基本補償についての詳細なご説明（続き）

１
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基本補償についての詳細なご説明（続き）

１
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※他の供給先に販売できた場合や、他の業務で利益を上げることができ損失をカバーできた場合は、保険⾦のお⽀払いの対象とはなりません。

燃料供給できず、
売上減少

9
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供給先が国内で占有する財物に損害が生じた場合、ご加入者様の1日
あたりの対象経常費と営業利益の合計額に休業日数から1日控除した
日数を乗じ、さらに影響割合を乗じた額に対して、損失等の種類により⽀
払限度額を限度にお⽀払いします。

供給先が国内で占有する財物に損害が生じた場合、ご加入者
様が営業を継続するために必要な追加費⽤に対して、1回の事
故につき休業ユニットの保険⾦額を限度にお⽀払いします。
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基本補償についての詳細なご説明

お支払いする保険金の内容

■保険金の種類
保険⾦の種類 保険⾦の内容 ⽀払限度額

①休業損失
保険⾦

日本国内で発生した、本ページの（表）に記載のある偶然な事故または事由によって対象物
件に損害が発生した結果、貴社の営業が休止または阻害されたために損失などが生じた場合、
次の額をお⽀払いします。

1事故につきご契約時に設定した
商取引ユニットの保険⾦額限度

（1日あたりの対象経常費(注1)＋1日あたりの営業利益(注2)）×休業日数から１日を控除した日数
×影響割合(注3)

②事業継続
費⽤保険⾦

日本国内で発生した、本ページの（表）に記載のある偶然な事故または事由によって対象物
件に損害が発生した結果生じた、貴社の営業を継続するために必要な追加費⽤をお⽀払い
します。（注4）

1事故につきご契約時に設定した
商取引ユニットの保険⾦額限度

（注1）経常費のうち、直近会計年度において被保険者が⽀払った、対象経常費の表に掲げるものをいいます。
（注2）直近会計年度の営業利益の額を、その期間の営業日数で除した額とします。なお、営業利益の額が負の値である場合も、その値を営業日数
で除した額を１日あたりの利益として算式に適⽤します。
（注3）収益減少額を標準売上高で除した割合をいいます。
（注4）保険⾦のお⽀払対象となる復旧期間は３か月までとなります。

（ 表 ）

（注5） その名称を問わず、構造上⼈が乗ることができないドローン、ラジコン機およびラジコンヘリコプター等を含みます。
（注6） 動物・植物が商品・製品等、受託貨物である場合は、対象物件には含まれません。
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（注1）対象施設の業務における供給者等（物流業務の場合は荷主）が日本国内で占有する財物をいいます。
（注2）下記のいずれかの事故である場合に適用されます。

建物の外部からの物体の衝突・飛来など、給排水設備に生じた事故による水濡れなど、騒擾・労働争議など、盗難、
電気的事故・機械的事故、その他の不測かつ突発的な事故

（注3）耐火定置式のものをいい、手提げ金庫等の可動式のものを除きます。



ガソリンスタンドの売上高が１００％の場合・・・
※業種により保険料が異なります。保険料計算書をご提出後、保険料をご案内いたします。
※（ガソリンスタンドだけではなく）全ての業種の売上高をご申告いただきます。ほぼ全ての業種が補償の
対象となります。（一部対象外の業種を除く）

下記保険料の他に、本制度の運営費5,000円が同時に引き落としされますので、ご了承ください。
※制度運営費は、この保険制度の運営上必要な費⽤（事務⼿続費⽤等）に充当するための費⽤です。

※保険期間︓１年、払込⽅法︓一括払

あんしん取引マスター スリムパッケージ 保険料例
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ご加入者の数により、下記の割引が適⽤されます。（上記保険料表は、割引前の保険料です。）



（必ずご確認ください）Q&A（続き）

共通

Ｑ１． 事故が起きた際の連絡先は︖

Ａ１． 最終ページに記載の取扱代理店にご連絡ください。
代理店の営業時間外は、事故サポートセンターまでご連絡ください。
【事故サポートセンター】 ０１２０－７２７－１１０
（受付時間︓平日午後5時〜翌日午前9時 土日祝日24時間）

Ｑ２． 申告する売上高の区分はどのように判断すればよいですか︖

Ａ３． 決算書、完成工事原価報告書、請負契約書等を参照し、ご申告ください。
ガソリンスタンドの売上高だけでなく、全ての売上高をご申告ください。
ガソリンスタンド以外の事業も補償の対象です。（Q9のとおり、一部対象外取引が
ございますが、補償の対象となるかに関わらず全売上高をご申告いただきます。）

Q1

Q3
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Ｑ２． 売上高はいつの分を申告すれば良いですか︖

Ａ４． 確認できる直近の会計年度の売上高をご申告ください。

Q4

Ｑ２． 保険加入の流れを教えてください。

Ａ２． 保険料計算書に業種と売上高を記載し、 FAXまたは郵送にて
全国石油業共済協同組合連合会にご提出ください。
（最終ページにFAX番号等を掲載しております。）
↓
保険料をご連絡します。加入依頼書をご提供しますので、
ご捺印の上、FAXまたは郵送にてお送りください。（FAXの場合、原本後送は不要です。）

Q2

ご確認済
チェックボックス



（必ずご確認ください）Q&A（続き）
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Ｑ２． 債権額が10万円ちょうどだった場合、
縮⼩てん補８０％を適⽤すると10万円未満のため、補償の対象外ですか︖

Ａ６． 債権額が10万円以上の場合はお⽀払いの対象です。

Q6

Ｑ２． 補償限度額1債務者当たり100万円で、補償の対象となる被害額が300万円だとすると、
縮⼩てん補されるので⽀払保険⾦は80万円になってしまいますか︖

Ａ７． 損害額を縮⼩てん補した⾦額のうち、てん補限度額までがお⽀払いの対象となります。
保険⾦のお⽀払いは100万円となります。お⽀払額の詳細は7ページに掲載しております。

Q7

Ｑ１． すべての取引先の債権が対象になりますか︖

Ａ9． 3ページに掲載の対象取引が補償の対象です。
売買委託契約が補償の対象外ですので、特約店（特約販売店）が加入される場合、
特約店⇔販売店間の軽油の販売委託契約は補償対象外です。
※特約店と最終消費者との軽油の売買契約は、対象取引です。
※販売店が加入される場合、販売店とお取引先との軽油の売買契約は、対象取引です。

Ｑ３． 一部の債権のみについて保険⾦を請求することはできますか︖

Ａ８． 一部の債権のみについて保険⾦を請求することはできません。
⽀払期日が未到来の債権も含めて、事故発生時点の全ての債権がお⽀払いの対象となります。

Q8

ご確認済
チェックボックス

Ｑ２． 売掛⾦は全額補償されますか︖

Ａ5． 縮⼩てん補８０％が適⽤されますので全額補償はされません。
また、商取引ユニットでご選択いただいた保険⾦額（100万円・200万円・300万円）
の範囲内でのお⽀払となります。

Q5

Q9



（必ずご確認ください）Q&A

Ｑ３． 保険⾦請求時の書類について教えてください。

Ａ11． 必要な書類は以下のとおりです。
※一例であり、事故状況により必要な書類は追加される場合があります。

・損保ジャパン所定の⽤紙（保険⾦請求書、事故発生通知書、債権等明細書、
保険⾦⽀払いについての申告書）

・債権が確認できる書類
請求書（写し）などにより、⽀払期日のほか、未回収となった債権の⾦額、品名・⽤途、
発生時期、前月入⾦額などを確認させていただきます。

・倒産が確認できる書類
⽀払事由が倒産の場合は、破産⼿続き開始通知書（写）、再生⼿続き開始通知書（写
し）などを損保ジャパンにご提出いただきます。

・商品等の取引に関する契約書類
取引先との契約書、⾒積書、注⽂書、請書、納品書、受領書など契約内容がわかる書面
※納品書等、上記の書面があれば、取引が口頭契約によるものでも保険⾦請求が可能です。

Q11

Ｑ３． 保険の対象とならない債権について教えてください。

Ａ12． 3ページの「対象となる契約（取引）」以外は補償の対象外となります。
軽油の販売委託契約や、リース契約、契約期間満了時に契約者間の反対意思のないかぎり
⾃動的に契約期間が延⻑または更新されることが約定されている１年以下の契約期間の
賃貸借契約も対象外です。

また、下記も対象外の債権です。
①初年度契約について、保険期間の初日より前に発生していた債権
②倒産事故または入⾦遅延事故が発生した取引先との債権(該当契約の次の更改契約まで）
③債権発生から⽀払期日までの期間が１年を超える債権
④決済に日本円以外を使⽤する債権
⑤紛争の対象となっている債権 など

Q12
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Ｑ３． 保険請求した場合、保険会社から取引先に求償（債権回収）されると、
取引先との関係性への影響が心配です。
保険請求しなくても取引先から債権を回収できるかも知れないので、
何か月か待っても問題ありませんか︖

Ａ13． 事故発生（入⾦遅延から一か月経過）から、120日以内に損保ジャパンにご通知ください。
最終ページに連絡先を掲載しております。
ご通知がなかった場合、保険⾦のお⽀払ができませんのでご注意ください。
ご通知は遅滞なくいただく必要がございますが、保険使⽤は事故発生の翌日から３年以内に
⾏っていただけば問題ございません。
保険使⽤した場合は、損保ジャパンからお取引先への求償はただちに開始しますので、
それを前提として保険使⽤有無をご検討ください。

Q13

ご確認済
チェックボックス

Ｑ３ ．地震や津波を原因とした事故も補償されますか︖

Ａ10． 地震や津波を原因とした事故も補償の対象です。
ただし地震や津波にともなって社会的混乱や経済的混乱が生じた場合は補償の対象外となります。
具体的には、過去の事例として、1923年の関東⼤震災における⽀払猶予令の発令がございます。
東日本⼤震災、阪神・淡路⼤震災、能登半島地震では、この⽀払猶予令は発令されませんでした。

Q10



Ｑ３． 損失が発生したものの、他の業務で売上をカバーできた場合もお⽀払いの対象になりますか︖

Ａ14． 他の業務で利益を上げることができ損失をカバーできた場合は、保険⾦のお⽀払いの対象外です。

Q14

Ｑ３． 補償の対象になる例を教えてください。

Ａ15． 下記のような例が考えられます。
・取引先（供給先）の灯油タンクのある施設が⼤雨による洪水で浸水し、給油できなくなった。
・取引先（供給先）のビニールハウスが台風で飛ばされ、取引先が野菜を輸送できなくなったので、
野菜を輸送するトラックに給油できなくなった。
・取引先（供給先）が作る商品の生産ライン（建物内）が水災で動かなくなり、
商品を輸送できなくなったので、商品を輸送するトラックに給油できなくなった。

Q15
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（必ずご確認ください）Q&A（続き）

Ｑ３． ⾃社とサービスの供給先の双⽅が水害で被害を受けた場合は、
どのように保険⾦が⽀払われますか︖

Ａ16． 貴社が納品できる状態まで復旧した後、
サービスの供給先の被害を原因として休業損害が発生した分は、お⽀払の対象となります。

Q16

Ｑ３． サービスの供給先が地震で罹災して供給が止まった場合は対象になりますか︖

Ａ17． 地震による損害はお⽀払いの対象外です。

Q17

Ｑ３． 休業損失の保険⾦の対象となる期間に制限はありますか︖

Ａ18． てん補期間は3か月です。
また、免責時間（被保険者様に⾃⼰負担いただく時間）がございます。
事故発生当日の午前0時から午後12時の24時間が免責時間となります。

Q18

ご確認済
チェックボックス

Ｑ３． 休業損失補償⾦について、減少した分の
経常費は全額⽀払われますか︖

Ａ19． 対象経常費は右記に限ります。
一部80%となるものがあります。
また、影響割合（収益減少額を標準売上
高で除した値）を乗じます。
詳細は10ページをご参照ください。

Q19



保険⾦をお⽀払いする主な場合

事業活動総合保険（ビジネスマスター・プラス）のあらまし

■本保険は、「休業損失等担保条項」および「取引先倒産・入金遅延補償特約」の２つによって構成されています。各項目 （以下「ユニット」といいます。）
の概要は次のとおりです。また、ご契約に適用される特約により、概要に記載の内容が変更される場合があります。詳しい内容につきましては、パンフ
レットまたは普通保険約款および特約等をご参照いただくか、取扱代理店または損保ジャパンまでお問い合わせください。

ユニット 保険金をお支払いする主な場合

商取引ユニット

記名被保険者の商品等の取引に関する契約における債務者が、記名被保険者に対して負担する代金等に関
する債務を履行しないことにより記名被保険者が被る損害に対して保険金をお支払いします。倒産事故を記
名被保険者が認識した日または入金遅延事故が発生した日の翌日から120日以内に損保ジャパンに事故の
発生を通知した場合に保険金をお支払いします。

休業ユニット
（供給先占有物件のみ

補償特約）

日本国内において、記名被保険者のお取引先（商品・製品等を貴社より受け入れる者 （注））が日本国内で占
有する財物 (対象物件)に損害が生じた結果、記名被保険者の営業が休止または阻害されたために生じた損
失などに対して保険金をお支払いします。
（注）記名被保険者がサービス等の役務を提供する先や、取引の仲介を行う商社等は含まれません。
ただし、記名被保険者が物流業務を行う場合には荷主を含みます。

（※） 保険の対象となる物（商品取引契約、債権等を含みます。）には、この保険契約の対象外と定めるものがあります。対象とならない物しかない
場合は、結果としてこの契約で補償する部分が無いことがありますので、ご契約に際しては十分にご注意ください。

被保険者の範囲

■この保険で被保険者は、主に下記の方々となりますが、そのご契約に適用される約款・特約や業種ごとに範囲が異なります。詳しくは普通保険約款お
よび特約等をご確認ください。

ユニット 被保険者

商取引ユニット 記名被保険者（加入依頼書の記名被保険者欄に記載される方）

休業ユニット 記名被保険者（加入依頼書の記名被保険者欄に記載される方）

保険期間
■この保険の保険期間（保険のご契約期間）は１年間です。ただし、個別のご契約により異なる場合がありますので、詳しくは取扱代理店または損保
ジャパンまでお問い合わせください。また、実際にご契約いただくお客さまの保険期間につきましては、加入依頼書等にてご確認ください｡

■保険責任は保険期間の初日の午前０時に始まり、末日の午前０時に終わります。
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事業活動総合保険（ビジネスマスター・プラス）のあらまし

保険⾦をお⽀払いできない主な場合
■この保険では、次に掲げる事由によって生じた損害、損失、費⽤または傷害に対しては保険⾦をお⽀払いできません。なお、ここには保険⾦をお⽀払いできない
主な場合を記載しています。詳しくは普通保険約款・特約の「保険⾦を⽀払わない場合」の項⽬に記載されていますので、ご参照ください。

【各ユニット共通】
①ご契約者または記名被保険者の故意
②戦争、外国の武⼒⾏使、⾰命、政権奪取、内乱、武装内乱その他これらに類似の事変または暴動
③核燃料物質等の有害な特性による損害 など
【商取引ユニット】
①ご契約者または記名被保険者の重⼤な過失または法令違反
②保険事故日以後に、事故があった債務者との間に発生した債権に生じた損害
③海外取引によって生じた損害や商品の代⾦等が日本円建てでない取引
④瑕疵のある債権または紛争中の債務に生じた損害
⑤保険事故を発生させた債務者に対して事故発生時点で有する債権の合計額が10万円未満の場合におけるその債務者に対する債権に生じた損害
⑥債権の発生時点から、その債務者の弁済期日までの期間が１年を超える取引
⑦個⼈事業主が債務者となる取引の入⾦遅延事故 など

【休業ユニット】
①ご契約者または記名被保険者の重⼤な過失または法令違反
②国または公共機関による法令等の規制
③復旧・営業の継続に対する妨害
④差押え、収⽤、徴発、没収、破壊等国または公共団体の公権⼒の⾏使。ただし、消防または避難に必要な処置としてなされた場合を除きます。
⑤供給者などの倒産
⑥地震もしくは噴火またはこれらによる津波
⑦保険期間の初日の翌日から起算して14日以内に発生した特定感染症または指定感染症による事故（継続契約である場合を除きます。） など

ご加入にあたってのご注意

■告知義務・告知事項（ご契約締結時における注意事項）
（１）保険契約者または記名被保険者の⽅には、保険契約締結の際、告知事項について、損保ジャパンに事実を正確に告げていただく義務（告知義務）が

あります。

（２）保険契約締結の際、告知事項について、故意または重⼤な過失によって事実を告げなかった場合または事実と異なることを告げた場合には、ご契約が解
除されたり、保険⾦をお⽀払いできないことがあります。

■加入依頼書等および付属書類の記載事項すべて
＜告知事項＞

■通知義務・通知事項（ご契約締結後における注意事項）
（１）保険契約締結後、通知事項が発生する場合は取扱代理店または損保ジャパンまでご通知ください。ただし、その事実がなくなった場合は、ご通知いただく

必要はありません。

（※）加入依頼書等に記載された事実の内容に変更を生じさせる事実が発生した場合で、その事実の発生が記名被保険者に原因が
ある場合は、あらかじめ取扱代理店または損保ジャパンまでご通知ください。その事実の発生が記名被保険者の原因
でない場合は、その事実を知った後、遅滞なく取扱代理店または損保ジャパンまでご通知が必要となります。（ただ
し、その事実がなくなった場合は、損保ジャパンまでご通知いただく必要はありません。）

（２）ご通知やご通知に基づく追加保険料のお⽀払いがないまま事故が発生した場合、保険⾦をお⽀払いできないことや、ご契約が解除されることがあります。た
だし、変更後の保険料が変更前の保険料より高くならなかったときを除きます。

（３）また、以下の事項に変更があった場合にも、取扱代理店または損保ジャパンまで遅滞なくご通知ください。ご通知いただかないと、損保ジャパンからの重要な
ご連絡ができなくなります。

（４）保険契約者または被保険者が暴⼒団関係者、その他の反社会的勢⼒に該当すると認められた場合などは、ご契約を解除することや、保険⾦をお⽀払い
できないことがあります。

＜通知事項＞
■加入依頼書等および付属書類の記載事項の内容に変更を生じさせる事実が発生すること。（※）
■法定外補償規定などの変更（傷害ユニットがセットされている場合にかぎります。 ）

■ご契約者の住所などを変更される場合
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その他ご注意いただくこと
■実際にご加入いただくお客さまの保険料につきましては、加入依頼書等にてご確認ください。
■売上高、延床面積、⼈数等のお客さまの保険料算出に特に関係する事項につきましては、加入依頼書等の記載事項が事実と異なっていないかご確
認ください。
■ご契約を解約される場合には、取扱代理店または損保ジャパンまでお申し出ください。解約の条件によっては、損保ジャパンの定めるところにより
保険料を返還、または未払込保険料を請求させていただくことがあります。詳しくは、取扱代理店または損保ジャパンまでお問い合わせください。
■引受保険会社が経営破綻した場合または引受保険会社の業務もしくは財産の状況に照らして事業の継続が困難となり、法令に定める⼿続きに基づ
き契約条件の変更が⾏われた場合は、ご契約時にお約束した保険⾦・解約返れい⾦等のお⽀払いが一定期間凍結されたり、⾦額が削減されることが
あります。
■この保険については、ご契約者が個⼈、⼩規模法⼈（引受保険会社の経営破綻時に常時使⽤する従業員等の数が20名以下である法⼈をいいま
す。）またはマンション管理組合（以下あわせて「個⼈等」といいます。）である場合にかぎり、損害保険契約者保護機構の補償対象となります。補償対
象となる保険契約については、引受保険会社が経営破綻した場合は、保険⾦・解約返れい⾦等の８割まで（ただし、破綻時から３か月までに発生した
事故による保険⾦は全額）が補償されます。なお、ご契約者が個⼈等以外の保険契約であっても、その被保険者である個⼈等がその保険料を実質的
に負担すべきこととされているもののうち、当該被保険者にかかる部分については、上記補償の対象となります。
損害保険契約者保護機構の詳細につきましては、取扱代理店または損保ジャパンまでお問い合わせください。
■加入者証は⼤切に保管してください。なお、ご加入の日から１か月を経過しても加入者証が届かない場合は、損保ジャパンまでお問い合わせください。
■この保険は営業または事業のための保険契約であり、クーリングオフ（ご契約申込みの撤回）の対象とはなりません。
■【保険契約の無効、取消しについて】
次の場合に保険契約が無効または取消しとなり、保険⾦をお⽀払いできないことがあります。
・ご契約者が保険⾦を不法に取得する⽬的または第三者に保険⾦を不法に取得させる⽬的をもって契約した場合
・ご契約者、被保険者の詐欺または強迫によって損保ジャパンが契約した場合 など

○保険契約者（団体）は、本契約に関する個⼈情報を、損保ジャパンに提供します。
○損保ジャパンは、本契約に関する個⼈情報を、本契約の履⾏、損害保険等損保ジャパンの取り扱う商品・各種サービスの案内・提
供、等を⾏うために取得・利⽤し、その他業務上必要とする範囲で、業務委託先、再保険会社、等（外国にある事業者を含みます。）に提供等を⾏う場
合があります。また、契約の安定的な運⽤を図るために、加入者および被保険者の保険⾦請求情報等を契約者に対して提供することがあります。なお、
保健医療等のセンシティブ情報（要配慮個⼈情報を含みます。）の利⽤⽬的は、法令等に従い、業務の適切な運営の確保その他必要と認められる範
囲に限定します。個⼈情報の取扱いに関する詳細（国外在住者の個⼈情報を含みます。）については損保ジャパン公式ウェブサイト
（https://www.sompo-japan.co.jp/）をご覧いただくか、取扱代理店または損保ジャパンまでお問い合わせください。
申込⼈（加入者）および被保険者は、これらの個⼈情報の取扱いに同意のうえご加入ください。

■個人情報の取扱いについて

損保ジャパンは、保険業法に基づく⾦融庁⻑官の指定を受けた指定紛争解決機関である一般社団法⼈日本損害保険協会と⼿続実施基本契約を締結してい
ます。損保ジャパンとの間で問題を解決できない場合は、一般社団法⼈日本損害保険協会に解決の申し⽴てを⾏うことができます。
【窓口︓一般社団法⼈日本損害保険協会 「そんぽＡＤＲセンター」】
〔ﾅﾋﾞﾀﾞｲﾔﾙ〕 ０５７０－０２２８０８＜通話料有料＞
受付時間︓平日の午前９時１５分〜午後５時 （土・日・祝日・年末年始は休業）
詳しくは、一般社団法⼈日本損害保険協会のホームページをご覧ください。（https://www.sonpo.or.jp/）

■保険会社との間で問題を解決できない場合（指定紛争解決機関）
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万一事故にあわれたら

■前記の書類をご提出いただいた日からその日を含めて３０日以内に、損保ジャパンが保険金を支払うために必要な事項の確認を終え、保険金をお支
払いします。ただし、特別な照会または調査等が必要な場合は、損保ジャパンは、確認が必要な事項およびその確認を終えるべき時期を通知し、お支
払までの期間を延長することがあります。詳しい内容につきましては、損保ジャパンまでお問い合わせください。

■商取引ユニットにおいては、保険金支払終了後に記名被保険者から損保ジャパンへ債権を譲渡いただき、損保ジャパンは債務者に対して求償を行い
ます。この一連の流れについて、記名被保険者にご理解およびご協力いただく必要がある点がございますので、詳細につきましてはパンフレットまたは
普通保険約款および特約等をご確認ください。

■賠償責任を補償するご契約の場合、賠償事故にかかわる示談につきましては、必ず損保ジャパンにご相談のうえ、交渉をおすすめください。
事前に損保ジャパンにご相談なく示談された場合は、保険金の全額または一部をお支払いできないことがありますので、ご注意ください。
（注）この保険には示談代行サービスはありません。相手の方との示談につきましては、損保ジャパンとご相談いただきながら記名被保険者ご自身で

交渉をすすめていただくことになります。
●事故が起こった場合

事故が起こった場合は、ただちに損保ジャパンまたは取扱代理店までご連絡ください。平日夜間、土日祝日の場合は、下記事故サポートセンターへ
ご連絡ください。

0120-727-110
＜受付時間＞
平日/午後５時～翌日午前９時 土日祝日（12月31日～1月3日を含みます｡)/24時間
※上記受付時間外は、損保ジャパンまたは取扱代理店までご連絡ください。

【窓口︓事故サポートセンター】

●本制度に関するお問い合わせ先 全国石油業共済協同組合連合会
〒100-0014 東京都千代田区永田町2-17-14 石油会館 TEL 03-3593-5844 FAX 03-3597-1712

●お問い合わせ先 取扱代理店 株式会社ゼンセキ
〒100-0014 東京都千代田区永田町2-17-14 石油会館 TEL 03-3593-5800 FAX 03-3597-1712

（受付時間 ：平日の午前9時から午後5時まで）
●引受保険会社 損害保険ジャパン株式会社 企業営業第六部第一課

〒103-8255 東京都中央区日本橋2-2-10 TEL 03-3231-4176 （受付時間 ：平日の午前9時から午後5時まで）

問い合わせ先

■事故が起こった場合は、遅滞なく損保ジャパンまたは取扱代理店までご通知ください。遅滞なくご通知いただけなかった場合は、保険⾦の全
額または一部をお⽀払いできないことがありますので、ご注意ください。
■保険⾦のご請求にあたっては、以下の書類のうち損保ジャパンが求めるものを提出していただきます。

（※１）損害とは各ユニットで保険金のお支払い対象となる損害、損失、費用または傷害のことをいいます。
（※２）保険金は、原則として被保険者から相手の方への賠償金を支払った後にお支払いします。
（注）事故の内容および損害の額等に応じ、前記以外の書類もしくは証拠の提出または調査等にご協力いただくことがあります。

必要となる書類 必要書類の例

①
保険金請求書および保険金請求権者が確認で

きる書類
保険金請求書、戸籍謄本、印鑑証明書、委任状、代理請求申請書、住民票 など

②
事故日時・事故原因および事故状況等が確認で

きる書類
事故状況説明書、罹災証明書、メーカーや修理業者などからの原因調査報告書 など

③
損害（※１）の額、損害（※１）の程度および損害（※１）

の範囲、復旧の程度等が確認できる書類

■商取引ユニットにおける損害
商品等の提供期間、提供日、引渡し日、代金等に関する債務の総額の根拠となるべ
き情報、弁済期日などが確認できる契約書類および請求書 など

■休業ユニットにおける損害
復旧通知書、費用の支出を示す領収証、費用明細書、売上高等営業状況を示す
帳簿（写）、損益計算書 など

④ 保険の対象であることが確認できる書類 売買契約書（写）、保証書、固定資産課税台帳登録事項証明書 など

⑤
公の機関や関係先等への調査のために必要な
書類

同意書 など

⑥
被保険者が損害賠償責任を負担することが確認
できる書類

示談書（※２）、判決書（写）、調停調書（写）、和解調書（写）、相手の方からの領収証、承諾
書 など

⑦
質権が設定されている場合に､保険金請求に必
要な書類

承諾書、債権額現在高通知書、質権者専用保険金振込依頼書 など

⑧
損保ジャパンが支払うべき保険金の額を算出す
るための書類

他の保険契約等の保険金支払内容を記載した支払内訳書 など
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■このパンフレットは概要を説明したものです。詳細につきましては、ご契約者である団体の代表者の方にお渡ししております約款等に記載しています。
必要に応じて、団体までご請求いただくか、損保ジャパン公式ウェブサイト（https://www.sompo-japan.co.jp/）でご参照ください（ご契約内容が異なっ
ていたり、公式ウェブサイトに約款・ご契約のしおりを掲載していない商品もあります。）。ご不明点等がある場合には、取扱代理店または損保ジャパ
ンまでお問い合わせください。

■ご契約者と被保険者（保険の補償を受けられる方）が異なる場合は、被保険者となる方にもこのパンフレットに記載した内容をお伝えください。
■取扱代理店は引受保険会社との委託契約に基づき、お客さまからの告知の受領、保険契約の締結・管理業務等の代理業務を行っておりま
す。したがいまして、取扱代理店とご締結いただいて有効に成立したご契約につきましては、引受保険会社と直接契約されたものとなります。
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